
主な事業と決算額平成25年度の

9億5,574万円
　危機管理機能強化のため、防災計画の見直しや防災行政
無線（同報系）再整備、消防指令業務共同化、消防救急無線
のデジタル化などを行いました。

危機管理

1億2,345万円
　市内企業の技術力をPRするビジネスプラン発表会を開催
し、企業・産業間の連携支援や、地域ブランドの構築を行いま
した。その他、商店街活性化支援として、商店街灯の設置費
や商店会の販売促進活動などの助成を行いました。

経済活性化

7,436万円
　市川ゆかりの文学や映像
の資料を展示する文学ミュー
ジアムを開館し、永井荷風
や水木洋子などの企画展を
開催しました。その他、市民
会館の建て替えに着手しまし
た。

文化振興

16億7,639万円
　育児環境の整備として、新たな保育園開設経費の一部
補助や、子ども医療費の中学校3年生までの助成を行いま
した。その他、子ども・子育て支援新制度に向けて、子ども・
子育て会議を設置しました。

子ども・子育て

23億1,500万円
　ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンなどの予防接種や
各種がん検診の他、風しんワクチン接種費用の一部助成や胃
がんリスク検診を新たに行いました。

健康

38億8,061万円
　市営住宅、保育園、保健センター、橋りょう、小・中学校の耐
震補強工事・耐震補強設計や建て替え工事を行いました。そ
の他、排水路や道路照明灯、カーブミラーの安全点検などを行
いました。

安全・安心

15億766万円
　都市計画道路３・４・18号
整備事業を推進するととも
に、狭あい道路等整備事業
により交通の円滑化や安全
性の向上を図りました。

道路整備

4,605万円
　安心で快適な住環境を確
保するため、住宅リフォームや
住宅用省エネルギー設備導
入経費の一部助成、空き家
対策事業を行いました。その
他、ガーデニング・シティ いち
かわ事業において、ボランティ
ア活動の開始など、市民との
協働を推進しました。

生活環境

41億5,292万円
　外環道路や都市計画道路の進捗に合わせ、公共下水道
の新設や、浸水対策としてポンプ場の整備を進めました。その
他、平成22年度より開始したクリーンセンター延命化事業が
完了しました。

都市基盤整備

1億8,423万円
　本八幡駅北口A地区市街
地再開発における市補助事
業が完了し、住宅棟が完成し
ました。その他、道の駅や国
分川調節池の整備を進めると
ともに、アーセナルサッカース
クールに用地の貸し付けを行
いました。

まちづくり

▲国分川調節池緑地

▲文学ミュージアム▲ガーデニングボランティア

▲都市計画道路3・4・18号
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平成

25
年度

市税 みなさんが納めた税金 166,800円

国・県支出金 市の事業に対し、国や県から交付されたお金 61,113円

地方消費税
交付金など

消費税の一部として県から交付されたお金
など 14,480円

財産収入・
寄附金・繰入金・
諸収入

市有地を売却して得たお金、寄附金、基金
（貯金）を取り崩したお金など 11,313円

市債 国や金融機関などから借り入れたお金 11,098円

使用料及び
手数料

施設の使用料や住民票の写しの
交付手数料など 8,128円

その他
前年度から繰り越したお金、保育料や施
設の入所費用など、特定の利益を受ける
方が負担したお金

6,405円

民生費 高齢者、障害者、児童などの福祉の費用 108,598円

衛生費 ごみ処理、がん検診、予防接種などの費用 38,671円

総務費 文化振興、防災対策、情報化推進などの費用 32,862円

教育費 小・中学校、幼稚園、生涯学習振興などの費用 32,286円

土木費 道路、河川、公園などの費用 22,730円

公債費 国や金融機関などから借り入れたお金の返済費用 19,741円

消防費 消防・救急活動の費用 10,867円

その他 商工業振興などの費用 5,725円

歳　　入	 279,337円 歳　　出	 271,480円

市民1人当たりの市債残高　139,340円
平成24年度対比 7,319円減少

市の人口／47万285人　（平成26年3月31日現在・住民基本台帳人口）

一般会計のあらまし

歳入
279,337円

市税
59.7％

国・県支出金
21.9％

財産収入・寄附金・
繰入金・諸収入
4.0％

市債
4.0％

その他
2.3％

使用料及び手数料
2.9％

地方消費税交付金
など
5.2％

歳出
271,480円

民生費
40.0％

衛生費
14.2％

総務費
12.1％

教育費
11.9％

土木費
8.4％

公債費
7.3％

消防費
4.0％

その他
2.1％



　詳しくは、市公式Webサイトをご覧ください。 ☎334-1110財政課

財務書類
　資産・負債を適切に管理し、財務情報をわかり
やすく開示するため、発生主義・複式簿記の企業
会計的手法による貸借対照表（バランスシート）、
行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収
支計算書の財務書類４表を作成しています。
　ここでは全ての会計と市が50％以上出資して
いる関係団体を一体とみなした連結ベースの貸
借対照表の概要をお知らせします。
　財務書類４表は市公式Webサイト、 市政情
報センター、中央図書館、行徳図書館、大野公
民館、男女共同参画センターで閲覧できます。

（連結ベース） 　学校や道路、公園など、行政サービスを行うために保有している資産とその資産を
取得するために調達した財源（負債と純資産）の内訳を表しています。資産から負債
を除いた純資産は、平成24年度と比べ、153億5千2百万円増加しました。

（平成26年3月31日現在、単位：百万円）

貸借対照表

資産の部（これまでに取得した資産） 負債の部（市民がこれから負担する金額）
1. 金融資産 46,481 1. 流動負債 17,362

（1）資金 10,124 （1）翌年度償還予定市債 10,665
（2）債権 12,184 （2）その他 6,697
（3）有価証券 1,509 2. 非流動負債 132,318

（4）投資等 22,664
（1）市債 90,719
（2）引当金 

　  （退職給付引当金など） 32,891
2. 非金融資産 1,016,753 （3）その他 8,708

（1）事業用資産
　  （学校、公民館など） 242,249 負債合計 149,680

純資産の部（市民がこれまでに負担した金額）
（2）インフラ資産

　  （道路、公園など） 774,504 1. 純資産 913,554
純資産合計 913,554

資産合計 1,063,234 負債・純資産合計 1,063,234
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歳入
1,313億
6,800万円

歳出
1,276億
7,278万円

依存財源
国・県からの交付や
借り入れたお金

31.0%
407億6,945万円

自主財源
市が自主的に収入できるお金

69.0%
905億9,855万円

その他の経費

436億1,740万円
34.2%

決算収支 （財源・性質別）

一般会計歳入・歳出差引額  36億9,522万円

●物件費
●維持補修費
●補助費等
●繰出金
●積立金
●投資及び出資金・貸付金

投資的経費
建設工事などに使うお金

9.2%
117億5,902万円

●普通建設事業費　●災害復旧事業費

義務的経費
支出が義務付けられ、

任意に削減できないお金

56.6%
722億9,636万円

●人件費
●扶助費
●公債費

●国・県支出金
●市債
●地方消費税
　交付金など

●市税
●財産収入・寄附金・
　繰入金・諸収入 　 
●使用料及び手数料
●その他

一般会計

市税
784 億 4,338 万円

国・県支出金
287 億 4,068 万円

地方消費税交付金など
68 億 947 万円

財産収入・寄附金・繰入金・諸収入
53 億 2,045 万円

市債
52 億 1,930 万円

使用料及び手数料
38 億 2,258 万円

その他
30 億 1,214 万円

民 生 費
510 億 7,201 万円

衛 生 費
181 億 8,615 万円

総 務 費
154 億 5,464 万円

教 育 費
151 億 8,382 万円

土 木 費
106 億 8,940 万円

公 債 費
92 億 8,405 万円

消 防 費
51 億 1,036 万円

そ の 他
26 億 9,235 万円

歳入（総額）
1,313億6,800万円

歳出（総額）
1,276億7,278万円

特別会計

公営企業会計

歳入（総額）
823億9,018万円

歳入（総額）
18億675万円

歳出（総額）
806億6,224万円

歳出（総額）
18億9,122万円

国民健康保険
450 億 2,906 万円

下水道事業
105 億 1,710 万円

地方卸売市場事業
1 億 1,702 万円

介護老人保健施設
10 億 8,068 万円

介護保険
219 億 8,054 万円

後期高齢者医療
36 億 6,578 万円

病院事業会計収益的収入
17 億 675 万円

病院事業会計資本的収入
1 億円

国民健康保険
437 億 367 万円

下水道事業
103 億 7,329 万円

地方卸売市場事業
1 億 1,417 万円

介護老人保健施設
10 億 6,377 万円

介護保険
217 億 5,182 万円

後期高齢者医療
36 億 5,552 万円

病院事業会計収益的支出
17 億 647 万円

病院事業会計資本的支出
1 億 8,475 万円

健全化判断比率
 （地方公共団体の財政の健全性に関する指標）

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）
により、地方公共団体は、毎年度、実質的な赤字や、外郭団体を含
めた実質的な将来負担などを表す指標（健全化判断比率）と、公
営企業ごとの資金不足額を表す指標（資金不足比率）を議会に報
告し、公表しています。
　平成２５年度決算に基づく本市の健全化判断比率及び資金不
足比率は、いずれも早期健全化基準などを下回り、財政状況は前
年度に引き続き健全段階であるという結果となっています。

※健全化判断比率の実質赤字比率及び連結実質赤字比率、資金不足比率の各会
計における平成25年度算定結果の値は全て黒字であり、算定の基礎となる赤字及び
資金の不足額はありませんでした。

指標名 内　容 対象範囲 平成25年度
算定結果

財政健全化法
早期健全化
基準

財政再生
基準

実質公債費
比率

（3カ年平均）

一般会計などが負担す
る元利償還金及び準
元利償還金の標準財
政規模に対する割合

一般会計など・公営事
業会計・一部事務組
合・広域連合 1.8％ 25％ 35％

将来負担
比率

一般会計などが将来
負担すべき実質的な
負債額の標準財政規
模に対する割合

一般会計など・公営事
業会計・一部事務組
合・広域連合・地方公
社・第三セクターなど

0.4％ 350％

全会計の市債残高　1,013億8,457万円
平成24年度対比 37億7,296万円減少


